
― 8 ―

9．人材の確保・育成について

○ 正社員、非正規社員ともに、募集をしても応募が無い状況。 （ゴム製品製造業）
○ 人材確保策の一つとして賃上げがあるが、企業努力には限界がある。
 （産業用機械製造業）
○ 製造業は新規・中途採用の人材確保が厳しい。人件費を上げているものの若い人

材の定着率が低下傾向にある。 （自動車・同附属品製造業）
○ インバウンド客などの需要が多く新規の引き合いもあるが、人手不足の為、供給

しきれない。 （パン・菓子製造業）
○ 賃金はアップしたが、省力化と人員整理を行った。今後ベースアップは大きな課

題になる。 （がん具・事務用品製造業）
○ コロナ禍以前まで売上は回復したが、その分人手不足の問題があり、新規雇用、

育成に力を入れている。ただ最近は、スマホで簡単に転職の応募が出来る一方、
仕事を覚える前に辞めてしまう風潮がある。 （産業用機器賃貸業）

○ 精一杯努力しているつもりだが採用ができない。現在の社員が辞めないよう対策
を講じているが、毎年平均年齢が１歳上がってしまう。 （労働者派遣業）

○ アルバイトの確保が厳しい。また、時給の高騰が経営を圧迫している。社会保険
へのアルバイトの加入も厳しい。 （コンビニエンスストア）

10．その他

○ 地球温暖化に伴う海水温上昇により、海産物の生産が減少している。このため、
価格上昇によるいろいろな不都合がある。 （茶・のり・乾物卸売業）

○ 仕事の依頼件数が減ってきている。対外的な営業に注力しなければならないが、
専門的な作業を一人でこなしているため、時間の捻出も難しくなかなか着手でき
ない。 （デザイン業）

事業活動におけるコストの変動
１．コストの変化（前年同月比）

前年同月と比較した2024年（令和６年）11月の生産や販売、サービス提供に要する
コストの変化を全体でみると、「増加」が 50.6％（前回調査 50.9％）と最も高く、「変
化なし」が 41.4％（同40.6％）、「減少」が 4.7％（同5.0％）の順で続いた。

２．コスト増加の最大の要因
生産や販売、サービス提供に要するコスト増加の最大の要因を全体でみると、「原

材料価格」が 47.6％（前回調査 49.8％）と最も高く、「人件費」が 28.9％（同31.0％）、「エ
ネルギー価格」が 12.4％（同9.9％）、「為替の変動」が 7.1％（同5.7％）の順で続いた。

業種別にみると、製造業は「原材料価格」が 67.4％（同63.6％）と最も高い。他の
業種に比べて卸売業は「為替の変動」の 18.2％（同13.0％）、小売業は「エネルギー価格」
の 20.4％（同14.2％）、サービス業は「人件費」の 41.5％（同44.3％）がそれぞれ高い。

図表３　コスト増加の最大の要因

0 20 40 60 80 100

4.7
（4.1）

4.7
（4.1）

  （％）

サービス業

小売業

卸売業

製造業

全体 7.1（5.7）7.1（5.7）

18.2（13.0）18.2（13.0）

7.4（8.0）7.4（8.0）
0.0（0.8）0.0（0.8）

エネルギー価格 原材料価格 人件費 為替の変動 その他

4.1
（3.6）

4.1
（3.6）0.7（1.4）0.7（1.4）

6.3（5.3）6.3（5.3）

3.7
（0.9）

3.7
（0.9）

n
492 

135 

143 

108 

106 

47.6（49.8）47.6（49.8）

67.4（63.6）67.4（63.6）

37.1（46.6）37.1（46.6）

46.3（51.3）46.3（51.3）

37.7（36.1）37.7（36.1）

12.4（9.9）12.4（9.9）

8.1（3.6）8.1（3.6）

7.7（8.4）7.7（8.4）

20.4（14.2）20.4（14.2）

16.0（14.8）16.0（14.8）

28.9（31.0）28.9（31.0）

22.2（27.9）22.2（27.9）

30.8（26.7）30.8（26.7）

22.2（25.7）22.2（25.7）

41.5（44.3）41.5（44.3）

1.5
（3.6）

1.5
（3.6）

図表２　コストの変化（前年同月比）
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注）無回答を除き集計。（　）内は前回調査（令和６年11月）の数値。
　　四捨五入のため合計が100％にならない場合がある。

注）コストの変化（前年同月比）（図表２）で「増加」と回答した企業のうち無回答等を除き集計。
　　（　）内は前回調査（令和６年11月）の数値。四捨五入のため合計が100％にならない場合がある。


